
2．アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況

具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

１．事業再生・中小企業金融の円滑化

ベンチャー企業の育成並びに中小企業の技術開発及び新
事業の展開を支援するため、以下の取組みを推進。
・外部研修等への派遣や、金庫内の集合研修等を実施
し、融資審査能力を強化。
・職員の審査能力向上のため資格取得の奨励。
・外部機関等の相談機能の有効活用。
・地域商工団体の開催する異業種交流会に継続参加。
・近隣地区における「産業クラスターサポート金融会
議」の立上げがあった場合は参画を検討。
・創業・新事業支援に対する制度融資活用の継続推進。
・業務推進班を新設し、創業・新事業先等への支援を推
進。

・全信協主催の「目利き力養成講座」に平成１７年度
３名平成１８年度１名、「融資審査講座」に平成１７
年度６名平成１８年度１名、「融資渉外講座」に平成
１７年度５名平成１８年度１０名を派遣。
・中小企業診断士資格習得の奨励。（平成１７年度よ
り５名、平成１８年度より２名が受講、うち平成１８
年度２名が資格取得）
・平成１７年１１月より毎月、中小企業診断士による
無料経営相談会を継続開催。
（平成１７年１１月～１９年３月相談実績件数４８
件）
・秦野商工会議所異業種研究会、伊勢原市商工会異業
種研究会、秦野青年会議所、伊勢原市商工会青年部の
開催する異業種交流会へ継続参加し、情報交換を実
施。
・創業・新事業支援に対する制度融資活用の推進を実
施。
（平成１７年度実績２件１２百万円、平成１８年度実
績６件５１百万円）
・神奈川県が行っている創業支援・新事業展開者等を
対象とした情報ホームページ（かながわ中小企業ビジ
ネス支援サイト）へ接続を実施。
・業務推進班を新設し、創業・新事業先等への支援を
推進。
・平成１８年５月、創業・新事業先等への支援強化を
図るため、国民生活金融公庫と覚書を締結。

・中小企業診断士資格習得の奨励を積極的に進めて
きた結果、平成１８年度下期に２名が資格取得。
・平成１７年１１月より毎月、中小企業診断士によ
る無料経営相談会を継続開催。
（平成１８年度下期、相談実績件数１４件）
・創業・新事業支援に対する制度融資活用の推進を
実施。
（平成１８年度下期実績、２件２１百万円）
・秦野商工会議所異業種研究会、伊勢原市商工会異
業種研究会、秦野青年会議所、伊勢原市商工会青年
部の開催する異業種交流会へ継続参加し、情報交換
を実施。

項　　　　　目

地域密着型金融推進計画の進捗状況（平成17年4月～平成19年3月）

（１）創業・新事業支援機能等の強
化

進捗状況

1．平成17年4月～平成19年3月までの全体的な進捗状況およびにそれに対する評価

　　平成17年4月から2年間を対象とした「地域密着型金融推進計画」の取り組みについては、平成17年3月29日に金融庁より公表された「地域密着型金融の機能強化の推進
　に関するアクションプログラム」に基づき、平成17年8月に「地域密着型金融推進計画」を策定し、計画の実施スケジュールに沿って諸施策に取り組みました。個別項目
　の進捗状況は以下の通りでありますが、数値目標を含め概ね計画に沿った進捗状況であると評価しております。

　　「地域密着型金融推進計画」の対象期間は、平成19年3月に終了しましたが、地域社会の再生・活性化と、金庫の健全性確保・収益力の向上のためには地域密着型金融
　の継続的な推進が必要であり、引き続き役職員一丸となって地域密着型金融の推進に取り組み、地域経済に貢献する健全性の高い金庫を目指してまいります。

1 （中栄信用金庫）



具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

経営支援活動の強化により地域経済の活性化を図るた
め、以下の取組みを推進。
・協力会（中栄会）との共同開催による経済講演会を継
続的に開催。
・協力会（中栄会）を通じ継続的に異業種交流を図る。
・ビジネス・マッチングの機会を多くするため、異業種
交流会及び若手経営者組織団体へ継続参加。
・中小企業診断士による無料相談会の開催を実施。
・中小企業向けポータル｢しんきん経革広場｣をホーム
ページへの接続を継続。
・営業店ブロック単位制の担当役員主導のもと、営業店
長以下融資担当者との連携による貸出債権健全化の推
進。
・「事業再生支援マニュアル」に基づきモニタリングを
強化し、各支援先の進捗状況の管理と経営改善指導を推
進。
・「経営業況実態把握マニュアル」に基づき、モニタリ
ングを強化し、不良債権の新規発生の防止。
・「事業再生資金」の有効活用。
・地域の信認を確保するため、情報開示の充実と拡充を
図る。

・協力会（中栄会）との共同開催による経済講演会
を開催。（平成１８年１０月開催）
・平成１７年１１月より、毎月中小企業診断士によ
る無料経営相談会を継続開催。
（平成１８年１０月～１９年３月相談実績件数１４
件）
・秦野商工会議所異業種研究会、伊勢原市商工会異
業種研究会、秦野青年会議所、伊勢原市商工会青年
部の開催する異業種交流会へ継続参加し、情報交換
を実施。
・取引先企業（協力会会員）に対する支援機能強化
の一環として、平成１６年１０月より取扱いを開始
した「ビジネスローン」の継続実施。
（平成１８年度下期実績７件　７５百万円）
・神奈川中小企業センターより、金融支援斡旋企業
１先の紹介を受け、融資を実行。（１０百万円）
・「事業再生支援マニュアル」に基づきモニタリン
グを強化し、各支援先の進捗状況の管理と経営改善
指導を実施。
・「経営業況実態把握マニュアル」に基づきモニタ
リングを強化し、不良債権新規発生の防止を図っ
た。
・再生支援先に対し、当金庫の無料経営相談会への
参加を促し、中小企業診断士による経営相談を実
施。
・平成１８年度における健全債権化等の強化に関す
る体制整備状況、経営改善支援取組み先数、経営改
善による債務者区分のランクアップ先数等を、ディ
スクロージャー誌・ホームページへの公表に向け準
備作業を実施。

（２）取引先企業に対する経営相
談・支援機能の強化

・協力会（中栄会）との共同開催による経済講演会を
開催。
・秦野商工会議所異業種研究会、伊勢原市商工会異業
種研究会、秦野青年会議所、伊勢原市商工会青年部の
開催する異業種交流会へ継続参加し、情報交換を実
施。
・平成１７年１１月より、毎月中小企業診断士による
無料経営相談会を継続開催。
（平成１７年１１月～１９年３月相談実績件数４８
件）
・取引先企業（協力会会員）に対する支援機能強化の
一環として、平成１６年１０月より取扱いを開始した
「ビジネスローン」の継続実施。
（平成１７年度実績４５件４８９百万円、平成１８年
度実績１２件１５０百万円）
・中小企業向けポータル｢しんきん経革広場｣をホーム
ページへの接続を継続。
・平成１８年５月、中小企業への支援強化を図るた
め、国民生活金融公庫と覚書を締結。
・神奈川中小企業センターより、金融支援斡旋企業１
先の紹介を受け、融資を実行。
・担当役員による、事業再生先に係る営業店ヒアリン
グを実施。
・企業支援スキーム「事業再生支援マニュアル」を規
程化。
（平成１７年９月１日）
・モニタリングモデル「経営業況実態把握マニュア
ル」を規程化。（平成１７年９月１日）
・「事業再生支援マニュアル」に基づきモニタリング
を強化し、各支援先の進捗状況の管理と経営改善指導
を実施。
・「経営業況実態把握マニュアル」に基づき、モニタ
リングを強化し、不良債権新規発生の防止を図った。
・事業再生支援および経営改善支援に向けた顧客への
アドバイスを目的とし、全店に「平成１７・１８年度
版・中小企業施策利用ガイドブック」（中小企業庁発
行）を配布、その活用を推進。
・再生支援先に対し「バックアップ」（事業再生資
金）による事業資金の支援を実施。
・再生支援先に対し、当金庫の無料経営相談会への参
加を促し、中小企業診断士による経営相談を実施。
・健全債権化等の強化に関する体制整備状況、経営改
善支援取組み先数、経営改善による債務者区分のラン
クアップ先数等を、ディスクロージャー誌・ホーム
ページへの公表を継続実施。

2 （中栄信用金庫）



具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

早期事業再生により地域経済の活性化を図るため、以下
の取組みを推進。
・モニタリングの強化を図り、経営業況の悪化等の兆候
を早期に把握し、早期事業再生着手に努める。
・中小企業再生支援協議会の、一層の積極的活用を推
進。
・外部機関等の相談機能の有効活用。
・地域の中小企業を対象とした企業再生ファンド組成が
ある場合は取組みを検討。
・再生支援実績や再生ノウハウについての具体的な情報
を、ディスクロージャー誌およびホームページへ公表。

・「事業再生支援マニュアル」に基づきモニタリン
グを強化し、各支援先の進捗状況の管理と経営改善
指導を実施。
・事業再生対象先に対し、当金庫の無料経営相談会
への参加を促し、中小企業診断士による経営相談を
実施。
・事業再生対象先に対し、中小企業再生支援協議会
への相談を斡旋、１先が経営相談のため協議会を訪
問。
・企業再生ファンド組成について、取組みがないこ
とを地方公共団体等に確認。
・再生支援実績先はあるものの、当地区において同
業者が少なく、企業が特定されてしまうため、業界
団体へ再生ノウハウの情報を提供。

（３）事業再生に向けた積極的取組
み

・担当役員による、事業再生先に係る営業店ヒアリン
グを実施。
・企業支援スキーム「事業再生支援マニュアル」を規
程化。
（平成１７年９月１日）
・「事業再生支援マニュアル」に基づきモニタリング
を強化し、各支援先の進捗状況の管理と経営改善指導
を実施。
・事業再生支援および経営改善支援に向けた顧客への
アドバイスを目的とし、全店に「平成１７・１８年度
版・中小企業施策利用ガイドブック」（中小企業庁発
行）を配布、その活用を推進。
・事業再生対象先に対し、中小企業再生支援協議会へ
の相談を斡旋、３先が経営相談のため協議会を訪問。
・事業再生対象先に対し、当金庫の無料経営相談会へ
の参加を促し、中小企業診断士による経営相談を実
施。
・神奈川中小企業センターに支援希望企業を紹介し、
２先に対し中小企業診断士の派遣を受ける。
・企業再生ファンド組成について、取組みがないこと
を地方公共団体等に確認。
・再生支援実績に関する情報開示に向け、業界団体等
より情報収集を実施。
・再生支援実績先はあるものの、当地区において同業
者が少なく、企業が特定されてしまうため、業界団体
へ再生ノウハウの情報を提供。

3 （中栄信用金庫）



具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

不動産担保・保証に過度に依存しない融資の促進を図る
ため、以下の取組みを推進。
・キャッシュフローを重視した融資審査と、融資後の事
後モニタリングを強化し、不動産担保・保証に過度に依
存しない融資の促進をさらに推進。
・信用リスク管理の高度化と、早期の適正貸出金利の設
定を可能とするため、企業信用格付システムの本格稼動
と信用リスクデータベースの整備・蓄積を推進。
・第三者保証の利用の適正化に向けた態勢整備。
・お客様ニーズの的確な把握と、ニーズに即したサービ
スの提供を図る。
・財務諸表の精度向上を促す対応の推進。

・「経営業況実態把握マニュアル」を基本とした
ローンレビューの推進。
・与信額１０百万円以上の先を対象とし、企業信用
格付システムへ顧客情報の入力を継続実施。
・企業信用格付システムの格付とスコアリングを、
融資審査判断の参考指標として活用。
・信金中金ＳＤＢ（信用金庫業界中小企業信用リス
クデータベース）のスコアリングモデルを、融資審
査判断の参考指標として活用。
・既存の包括根保証契約先に対し、新保証約定書の
切替えを推進。
・売掛債権担保融資保証制度の活用を推進。
・顧客に対し財務諸表の精度向上に向けての働きか
けを実施。

（４）担保・保証に過度に依存しな
い融資の推進等

・モニタリングモデル（経営業況実態把握マニュア
ル）を基本としたローンレビューの実効性を確保する
ため、融資部主催による研修会等を実施。（平成１７
年８月２４日）
・モニタリングモデル「経営業況実態把握マニュア
ル」の規程化。（平成１７年９月１日）
・ 融資実行後のモニタリングの強化のため、営業店ヒ
アリングを実施。
・「経営業況実態把握マニュアル」を基本としたロー
ンレビューの推進。
・貸出金２０百万円以上の先を対象とし、企業信用格
付システムへ顧客情報の入力を実施するが、信用リス
ク計量化に向け精度向上を図るため、与信額１０百万
円以上の先を対象とし入力を実施。
・企業信用格付システムの格付と、自己査定の債務者
区分との整合性を検証。
・「企業信用格付事務取扱要領」（案）に基づき、融
資担当者を対象に企業信用格付システムについての説
明会を実施。
（平成１７年６月２０日）
・ 企業信用格付システムによる格付ランクと自己査定
の債務者区分の整合性を高めるため、企業信用格付シ
ステムに「個人資産負債合算」機能を追加。
・企業信用格付システムの本格稼動により「企業信用
格付事務取扱要領」を規定化。
（平成１８年６月１日）
・企業信用格付システムの格付とスコアリングを、融
資審査判断の参考指標として活用。
・信金中金ＳＤＢ（信用金庫業界中小企業信用リスク
データベース）のスコアリングモデルを、融資審査判
断の参考指標として活用。
・信用リスク管理の高度化に向け、信用リスク計量化
システムの導入。（平成１８年３月）
・第三者保証の利用の適正化等に向け「与信取引に関
する顧客への説明態勢に係る規則」および「与信取引
に関する顧客への説明マニュアル」を改訂（平成１７
年９月）、営業店に対し研修等を実施。（平成１７年
１０月）
・既存の包括根保証契約先に対し、新保証約定書の切
替えを推進。
・売掛債権担保融資保証制度の活用を推進するため、
保証協会主催による勉強会を実施。
・売掛債権担保融資保証制度の活用を推進。（累積実
績１件３百万円）
・業界団体等より、新形態融資に対する情報を収集。
・顧客に対し財務諸表の精度向上に向けての働きかけ
を実施。

4 （中栄信用金庫）



具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

お客様保護ルールの徹底を図るため、以下の取組みを推
進。
・お客様との対等性に配慮した各種貸付契約書の改訂。
・説明態勢の充実・強化を図るため、顧客説明マニュア
ル等の内部規定の整備と職員に対する研修等の実施。
・常勤監事、監査部、コンプライアンス室による遵守状
況の検証、啓蒙等の実施により実効性の確保を図る。
・苦情等の実例を分析・還元し、本部・営業店で情報の
共有化を図る。

・取引約定書の双方署名方式への改定を行うととも
に、お客様用・職員用の説明書を作成。また、約定書
改定に伴い各種貸付契約書を改訂し、説明会を開催。
・取引約定書の双方署名方式への改定に伴い、全職員
に対し研修会を実施。
・顧客保護ルールの徹底を図るため、「与信取引に関
する顧客への説明態勢に係る規則」および「与信取引
に関する顧客への説明マニュアル」を改訂（平成１７
年９月）、営業店に対し研修等を実施。
・苦情発生の未然防止のため下記研修会を実施。
　① コンプライアンス研修を部・店別で実施。
　② コンプライアンス責任者会議を開催。
　③ コンプライアンス集合研修の実施。
・常勤監事、監査部の臨店監査時に、顧客への説明態
勢と実施状況を検証。
・コンプライアンス・オフィサー検定の受検。

・コンプライアンス室による集合研修の実施（１８
年１０月１７日から１０月２４日）
・主任以上を対象にコンプライアンスオフィサー検
定の受検。（１９年１月２８日）
・常勤監事、監査部の臨店監査時に、顧客への説明
態勢と実施状況を検証。

経営相談、経営支援能力の向上を図るため、以下の取組
みを推進。
・外部研修への派遣や、店内研修等により目利き能力・
経営支援能力の向上を図る。
・経営支援に有効な資格取得の奨励。

・全信協主催の「目利き力養成講座」に平成１７年度
３名平成１８年度１名、「融資審査講座」に平成１７
年度６名平成１８年度１名、「融資渉外講座」に平成
１７年度５名平成１８年度１０名を派遣。
・中小企業診断士資格習得の奨励。（平成１７年度よ
り５名、平成１８年度より２名が受講、うち平成１８
年度２名が資格取得）

・中小企業診断士資格習得の奨励を積極的に進めて
きた結果、平成１８年度下期に２名が資格取得。

（５）顧客への説明態勢の整備、相
談・苦情処理機能の強化

（６）人材の育成
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具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

２．経営力の強化

リスク管理を高度化し経営力強化を図るため、以下の取
組みを推進。
・外部研修への人材の派遣や、信用リスク管理システ
ム・市場リスク管理手法の充実・強化により、リスク計
測の精緻化を図る。
・バーゼルⅡ導入に即したリスク管理体制の整備と、リ
スク管理能力の継続的向上に努める。

・リスク管理態勢の充実を図るため、各種研修等に
参加し情報の収集と能力の向上を図った。
・債務者の決算書および確定申告書に基づく「実態
修正後のＢ／Ｓ及びＰ／Ｌ表」の活用を推進。
・モニタリングモデル（経営業況実態把握マニュア
ル）を活用したローンレビューの推進。
・各種リスク計測の精緻化とバーゼルⅡ導入に則し
たリスク管理態勢の整備を図るため、外部団体より
情報の収集と検討を実施。
・与信額１０百万円以上の先を対象とし、企業信用
格付システムへ顧客情報の入力を継続実施。
・企業信用格付システムの格付とスコアリングを、
融資審査判断の参考指標として活用。
・信金中金ＳＤＢ（信用金庫業界中小企業信用リス
クデータベース）のスコアリングモデルを、融資審
査判断の参考指標として活用。
・土地価格等サンプルデータの収集・調査・分析を
実施。
・建物価格サンプルデータを収集・調査・分析・検
証し、建物再調達価格の見直しと、「貸出審査内
規」の一部改訂を実施。（平成１８年１２月２８
日）
・信用リスク管理の高度化を図るため、担保不動産
評価管理システムの機能強化。
・常勤監事、監査部による、リスク管理態勢の検証
を実施。
・新ＢＩＳ規制への対応のため、保証付住宅ローン
を住宅ローン担保管理システムへ入力完了。
・新ＢＩＳ規制への対応のため、適格住宅ローンの
自動判定システムを導入。
（平成１９年２月）

・リスク管理態勢の充実を図るため、各種研修等に参
加し情報の収集と能力の向上を図った。
・各種リスク計測の精緻化とバーゼルⅡ導入に則した
リスク管理態勢の整備を図るため、外部団体より情報
の収集と検討を実施。
・債務者の決算書および確定申告書に基づく「実態修
正後のＢ／Ｓ及びＰ／Ｌ表」の活用を推進。
・モニタリングモデル（経営業況実態把握マニュア
ル）を基本としたローンレビューの実効性を確保する
ため、融資部主催による研修会等を実施。（平成１７
年８月２４日）
・モニタリングモデル「経営業況実態把握マニュア
ル」の規程化。（平成１７年９月１日）
・融資実行後のモニタリングの強化のため、営業店ヒ
アリングを実施。
・モニタリングモデル（経営業況実態把握マニュア
ル）を基本としたローンレビューの推進。
・貸出金２０百万円以上の先を対象とし、企業信用格
付システムへ顧客情報の入力を実施するが、信用リス
ク計量化に向け精度向上を図るため、与信額１０百万
円以上の先を対象とし入力を実施。
・「企業信用格付事務取扱要領」（案）に基づき、融
資担当者を対象に企業信用格付システムについての説
明会を実施。
（平成１７年６月２０日）
・企業信用格付システムによる格付ランクと自己査定
の債務者区分の整合性を高めるため、企業信用格付シ
ステムに「個人資産負債合算」機能を追加。
・企業信用格付システムの格付と、自己査定の債務者
区分との整合性を検証。
・企業信用格付システムの本格稼動により「企業信用
格付事務取扱要領」を規定化。
（平成１８年６月１日）
・ 信用リスクの計量化および適正金利を把握するた
め、「信用リスク計量化システム」を導入。（平成１
８年３月）
・企業信用格付システムの格付とスコアリングを、融
資審査判断の参考指標として活用。
・信金中金ＳＤＢ（信用金庫業界中小企業信用リスク
データベース）のスコアリングモデルを、融資審査判
断の参考指標として活用。
・土地価格等サンプルデータの収集・調査・分析・検
証を継続実施。
・建物価格サンプルデータを収集・調査・分析・検証
し、建物再調達価格の見直しと、「貸出審査内規」の
一部改訂を実施。
（平成１８年１２月２８日）

（１）リスク管理態勢の充実
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具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

・信用リスク管理の高度化を図るため、担保不動産評
価管理システムの機能強化。
・常勤監事、監査部による、リスク管理態勢の検証を
実施。
・コンプライアンス室による、リスク管理態勢の検証
を実施。
・監査法人による外部監査の実施。
・新ＢＩＳ規制への対応のため、保証付住宅ローンを
住宅ローン担保管理システムへ入力完了。
・新ＢＩＳ規制への対応のため、適格住宅ローンの自
動判定システムを導入。（平成１９年２月）

収益力の向上を図るため、以下の取組みを推進。
・格付等により信用リスク管理の精度向上を図り、適切
なリスクマネジメントを行う。
・経営計画の精度向上を図り、収益管理態勢を強化する
ため、「事業計画書」の見直しを図る。
・営業支持基盤の確立・拡充を図るため、顧客数１３万
５千名台と会員数１万４千名台を目指す。

・収益管理態勢強化に向け「事業計画書」の見直し作
業の実施。
・土地価格等サンプルデータの収集・調査・分析・検
証を継続実施。
・建物価格サンプルデータを収集・調査・分析・検証
し、建物再調達価格の見直しと、「貸出審査内規」の
一部改訂を実施。（平成１８年１２月２８日）
・常勤監事、監査部によるリスク管理態勢の検証を実
施。
・債務者の決算書および確定申告書に基づく「実態修
正後のＢ／Ｓ及びＰ／Ｌ表」の活用を推進。
・モニタリングモデル（経営業況実態把握マニュア
ル）を基本としたローンレビューの実効性を確保する
ため、融資部主催による研修会等を実施。（平成１７
年８月２４日）
・モニタリングモデル「経営業況実態把握マニュア
ル」の規程化。（平成１７年９月１日）
・融資実行後のモニタリングの強化のため、営業店ヒ
アリングを実施。
・モニタリングモデル（経営業況実態把握マニュア
ル）を基本としたローンレビューの推進。
・貸出金２０百万円以上の先を対象とし、企業信用格
付システムへ顧客情報の入力を実施するが、信用リス
ク計量化に向け精度向上を図るため、与信額１０百万
円以上の先を対象とし入力を実施。
・「企業信用格付事務取扱要領」（案）に基づき、融
資担当者を対象に企業信用格付システムについての説
明会を実施。
（平成１７年６月２０日）
・企業信用格付システムによる格付ランクと自己査定
の債務者区分の整合性を高めるため、企業信用格付シ
ステムに「個人資産負債合算」機能を追加。

・土地価格等サンプルデータの収集・調査・分析を
実施。
・建物価格サンプルデータを収集・調査・分析・検
証し、建物再調達価格の見直しと、「貸出審査内
規」の一部改訂を実施。（平成１８年１２月２８
日）
・債務者の決算書および確定申告書に基づく「実態
修正後のＢ／Ｓ及びＰ／Ｌ表」の活用を推進。
・モニタリングモデル（経営業況実態把握マニュア
ル）を基本としたローンレビューの推進。
・与信額１０百万円以上の先を対象とし、企業信用
格付システムへ顧客情報の入力を継続実施。
・企業信用格付システムの格付とスコアリングを、
融資審査判断の参考指標として活用。
・信金中金ＳＤＢ（信用金庫業界中小企業信用リス
クデータベース）のスコアリングモデルを、融資審
査判断の参考指標として活用。
・信用リスク管理の高度化を図るため、担保不動産
評価管理システムの機能を強化。
・自己査定実務研修の実施。（１２月１９日、２１
日、１月５日、１０日）

（２）収益管理態勢の整備と収益力
の向上

　　　　　　　　　目標　　　 　　平成19年3月

　顧客数　 　　135,000名台　 　　　138,390名

　会員数　 　 　14,000名台　　  　　14,359名
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具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

・企業信用格付システムの本格稼動により「企業信用
格付事務取扱要領」を規定化。
（平成１８年６月１日）
・信用リスク管理の高度化に向け、信用リスク計量化
システムの導入。（平成１８年３月）
・企業信用格付システムの格付とスコアリングを、融
資審査判断の参考指標として活用。
・信金中金ＳＤＢ（信用金庫業界中小企業信用リスク
データベース）のスコアリングモデルを、融資審査判
断の参考指標として活用。
・信用リスク管理の高度化を図るため、担保不動産評
価管理システムの機能を強化。
・本部に業務推進班を新設、取引先の拡充を図った。
・自己査定実務研修の実施。

（３）ガバナンスの強化 ガバナンス態勢の強化を図るため、以下の取組みを推
進。
・半期開示を継続実施。
・会員等からの意見を聴取し、これを総代会に反映させ
る仕組み等の整備・充実を図る。

・地区別協力会会長会議を実施し、各地区における会
員からの意見を収集。
・地区別協力会（７中栄会）会議を１７年４月より順
次開催、会員からの意見の収集を実施。
・通期、半期ディスクロージャー誌による情報開示を
実施。

・地区別協力会（７中栄会）会議を継続開催し、会
員からの意見の収集を実施。
・平成１８年度上期ディスクロージャー誌による情
報開示を実施。
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具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

（４）法令等遵守（コンプライアン
ス）態勢の強化

法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化と顧客情報
の適切な管理を図るため、以下の取組みを推進。
・法令遵守(コンプライアンス)を金庫の最重要課題と位
置付け、法令遵守態勢の強化に努める。
・個人情報保護法の遵守状況については、内部監査の重
点項目とし、適切な顧客情報の管理・取扱いの確保に努
める。
・会議・研修等による役職員のコンプライアンス意識の
高揚と、コンプライアンス室・監査部・常勤監事によ
る、コンプライアンスの実践状況の監査・点検により、
法令違反等の未然防止と、より高い企業倫理や行動基準
の確立を図る。
・顧客情報保護に係る各種要領等の整備を図る。
・顧客データの暗号化等により、顧客情報漏えい防止の
機能を高める。
・役職員による不正アクセス監視機能の整備を推進。
・外部ネットワークからの不正侵入防止機能の強化。
・預金口座のセキュリティの強化を図る。
・顧客情報の適正管理に向けた態勢整備を推進。

・苦情発生の未然防止のため下記研修会を実施。
　① コンプライアンス研修を部・店別で実施。
　② コンプライアンス責任者会議開催。
　③ コンプライアンス集合研修の実施。
・個人情報保護法の遵守状況の点検項目を「内部監査
チェックリスト」ならびに「自店検査実施要領」に追
加、規程の整備を実施。
・監査部ならびに業務部による個人情報保護法の遵守
状況の臨時検査を実施。
・監査部、常勤監事による内部監査時に、個人情報保
護法の遵守状況を含めたコンプライアンス遵守状況の
監査を実施。
・コンプライアンス・オフィサー検定の受検。
・個人情報保護に係る下記規程を制定。
　（１）個人情報漏えい対応取扱規程
　（２）個人データの外部委託に係る規程
　（３）個人データの安全管理に係る点検及び監査
　　　　規程
　（４）個人データの各管理段階における安全管理
　　　　に係る取扱規程
　　　　①個人データの取得・入力段階における取
　　　　　扱規程
　　　　②個人データの利用・加工段階における取
　　　　　扱規程
　　　　③個人データの保管・保存段階における取
　　　　　扱規程
        ④個人データの移送・送信段階における取
　　　　　扱規程
　　　　⑤個人データの消去・破棄段階における取
　　　　　扱規程
　（５）個人情報の開示請求等に関する取扱規程
　（６）営業活動において金庫外に持出す情報資産
　　　　等管理規程
　（７）ＦＡＸ取扱要領
　（８）庫内ネットワーク使用マニュアル
　（９）庫内ネットワークに係るファイルセキュ
　　　　リティシステム取扱要領
　（10）印鑑照会システム取扱要領
・係長以上の職員を対象に通信講座「個人情報保護法
がよくわかる講座」の受講を実施。
・全職員を対象に個人情報保護法に関する研修の実
施。
・個人情報記録媒体の適切な安全管理を図るため、
「ＫＣＴＭジャーナルＦＤ管理表」の制定、また、平
成１８年度よりＣＯＭフィッシュの作製を廃止し、本
部にてＣＤ－Ｒ等による集中管理を実施。
・業務部による個人情報保護関連管理に係る事務検
査、指導の実施。

・コンプライアンス室による集合研修を実施。
（平成１８年１０月１７日から１０月２４日）
・新入職員へのコンプライアンス研修の実施
(平成１９年３月２３日)
・主任以上を対象にコンプライアンス・オフィサー
検定を受検
（平成１９年１月２８日）
・コンプライアンス室による臨店事務指導の実施
(平成１９年２月１日～３月８日)
・常勤監事、監査部によるコンプライアンス態勢の
状況を監査。
・庫内ネットワーク使用マニュアルを制定。
・庫内ネットワークに係るファイルセキュリティシ
ステム取扱要領を制定。
・印鑑照会システム取扱要領を制定。
・データの暗号化、役職員のアクセス記録管理およ
び外部ネットワークからの不正侵入防止機能等のセ
キュリティ環境を重視した庫内ネットワークシステ
ム構築を行い、平成１８年１１月より運用を開始し
た。
・監査部、常勤監事による内部監査時に、個人情報
保護法の遵守状況を含めたコンプライアンス遵守状
況の監査を実施。
・係長以上の職員を対象に金融財政事情研究会主催
の「個人情報保護オフィサー検定」の受検を実施。
・偽造印鑑の抑止、通帳副印鑑の廃止を目的に印鑑
照会システムの導入。
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具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

・コンプライアンス室による臨店事務指導の実施。
・個人情報保護に向けた認識をより一層深める為、
「個人情報保護Ｑ＆Ａ」を作成し各部店に発出。
・データの暗号化、役職員のアクセス記録管理および
外部ネットワークからの不正侵入防止機能等のセキュ
リティ環境を重視した庫内ネットワークシステム構築
を行い、平成１８年１１月より運用を開始した。
・偽造印鑑の抑止、通帳副印鑑の廃止を目的に印鑑照
会システムの導入。

・ＩＴを活用した事務効率化を推進すると共に、ＩＴの
戦略的活用を図る。

・貸出金２０百万円以上の先を対象とし、企業信用格
付システムへ顧客情報の入力を実施するが、信用リス
ク計量化に向け精度向上を図るため、与信額１０百万
円以上の先を対象とし入力を実施。
・ 企業信用格付システムの格付と、自己査定の債務者
区分との整合性を検証。
・企業信用格付システムの本格稼動により「企業信用
格付事務取扱要領」を規定化。
（平成１８年６月１日）
・信用リスク管理の高度化に向け、信用リスク計量化
システムの導入。
・しんきん情報システムセンター（ＳＳＣ）から講師
を招き、職員に対しインターネットバンキングの推進
へ向けた説明会を開催。
・企業信用格付システムの格付とスコアリングを、融
資審査判断の参考指標として活用。
・信金中金ＳＤＢ（信用金庫業界中小企業信用リスク
データベース）のスコアリングモデルを、融資審査判
断の参考指標として活用。
・インターネットバンキングのスパイウェア被害の社
会問題化に伴う対応策として、しんきん個人インター
ネットバンキングに資金移動ロック・ロック解除機能
を導入。（平成１８年１０月３０日導入）
・本部、本支店間の迅速な情報の共有化と事務の効率
化を目的に庫内ネットワークの運用開始。（平成１８
年１１月１日運用開始）
・信頼性の確保とリスク軽減化、事務効率化を図るた
め、印鑑照会システムを導入。（平成１９年４月１日
運用開始）

・与信額１０百万円以上の先を対象とし、企業信用
格付システムへ顧客情報の入力を継続実施。
・企業信用格付システムの格付とスコアリングを、
融資審査判断の参考指標として活用。
・信金中金ＳＤＢ（信用金庫業界中小企業信用リス
クデータベース）のスコアリングモデルを、融資審
査判断の参考指標として活用。
・インターネットバンキングのスパイウェア被害の
社会問題化に伴う対応策として、しんきん個人イン
ターネットバンキングに資金移動ロック・ロック解
除機能を導入。（平成１８年１０月３０日導入）
・本部、本支店間の迅速な情報の共有化と事務の効
率化を目的に庫内ネットワークの運用開始。（平成
１８年１１月１日運用開始）
・信頼性の確保とリスク軽減化、事務効率化を図る
ため、印鑑照会システムを導入。（平成１９年４月
１日運用開始）

（６）協同組織中央機関の機能強化 市場リスク管理態勢を強化し収益確保を図るため、以下
の取組みを推進。
・外部研修等に積極的に参加し人材育成を図る。
・リスク管理高度化へ向け、信金中央金庫のALM支援、
ポートフォリオ分析等の有効活用。
・信金中央金庫の機能を活用し、収益拡大に努める。

・信金中央金庫主催の市場業務に関する研修会に参
加。
・業界団体主催の新ＢＩＳ規制および統合リスク管理
に関する研修会に参加。
・信金中央金庫と継続的な情報交換の実施。
・ポートフォリオ分析を信金中央金庫に依頼し、有価
証券運用やリスク管理等に関する分析を実施。

・業界団体主催の新ＢＩＳ規制および統合リスク管
理に関する研修会に参加。
・信金中央金庫と継続的な情報交換の実施。
・ポートフォリオ分析を信金中央金庫に依頼し、有
価証券運用やリスク管理等に関する分析を実施。

（５）ＩＴの戦略的活用
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具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

３．地域の利用者の利便性向上

（１）地域貢献等に関する情報開示 地域のお客様に対する情報提供の充実を図るため、以下
の取組みを推進。
・地域貢献等に関する情報を、ディスクロージャー誌や
ホームページへ分かりやすく開示する。
・お客様からの質問や要望等のうち、頻度の高いもの等
については、回答事例をホームページ等で公表。

・地域貢献等に関する情報を法定ディスクロージャー
誌、ホームページへ掲出。
・平成１７年１２月に実施した利用者満足度アンケー
トの調査結果をディスクロージャー誌、ホームページ
に公表。
・平成１８年１０月に実施した利用者満足度アンケー
トの調査結果をディスクロージャー誌、ホームページ
に公表の準備作業を実施。
・アンケート結果に対する改善策をディスクロー
ジャー誌、ホームページに公表の準備作業を実施。

・地域貢献等に関する情報を平成１８年度法定ディ
スクロージャー誌、ホームページへの掲出に向け
フォームの調整を実施。
・平成１８年１０月に実施した利用者満足度アン
ケートの調査結果をディスクロージャー誌、ホーム
ページに公表の準備作業を実施。
・アンケート結果に対する改善策をディスクロー
ジャー誌、ホームページに公表の準備作業を実施。

（２）地域の利用者の満足度を重視
した金融機関経営の確立

地域のお客様ニーズの把握とお客様満足度を高めるた
め、以下の取組みを推進。
・お客様の声を金庫経営へ反映させる取組みを実施。 ・利用者満足度アンケート調査を実施。（平成１７年

１２月・平成１８年１０月）
・平成１７年１２月に実施した利用者満足度アンケー
トの調査結果を公表。（平成１８年６月）
・利用者満足度アンケートの調査結果を踏まえた取組
み
　（１）平成１８年４月、平成１９年１月、役員・
　　　　支店長・本部役席に対し、それぞれ平成１
　　　　７年１２月、平成１８年１０月に実施した
　　　　利用者満足度アンケート結果についての説
　　　　明会を実施し、各店舗に調査結果を踏まえ
　　　　た研修等の実施を指示。
　（２）平成１８年５月および８月、２店舗におい
　　　　て貸金庫の増設を実施。
　　　　（合計５３０台増設）
　（３）平成１８年６月、覗き見防止用衝立を各店
　　　　舗ＡＴＭへ設置。
　（４）平成１８年７月、利用客の多い店舗に駐車
　　　　場７台分増設。
　（５）平成１９年３月、通帳からの印鑑偽造防止
　　　　策として、通帳副印鑑廃止に向け印鑑照会
　　　　システムを導入。
　　　　（平成１９年４月運用開始）
・中小企業診断士による無料経営相談会開催を平成１
７年１１月より実施。（相談実績累計件数４８件）
・弁護士による無料法律相談会を平成１７年１２月よ
り実施。（相談実績累計件数２７件）
・税理士による無料税務相談会を平成１８年１月より
実施。（相談実績累計件数２０件）

・平成１８年１０月、利用者満足度アンケート調査
を実施。
・平成１９年１月、役員・支店長・本部役席に対
し、平成１８年１０月に実施した利用者満足度アン
ケート結果についての説明会を実施し、各店舗に調
査結果を踏まえた研修等の実施を指示。
・平成１９年３月、通帳からの印鑑偽造防止策とし
て、通帳副印鑑廃止に向け印鑑照会システムを導
入。（平成１９年４月運用開始）
・中小企業診断士による無料経営相談会開催を平成
１７年１１月より実施。（平成１８年度下期、相談
実績件数１４件）
・弁護士による無料法律相談会を平成１７年１２月
より実施。（平成１８年度下期、相談実績件数１０
件）
・税理士による無料税務相談会を平成１８年１月よ
り実施。（平成１８年度下期、相談実績件数７件）
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具体的な取組み及び目標

17年4月～19年3月 18年10月～19年3月

項　　　　　目 進捗状況

地域と一体となった地域の活性化に向け、以下の取組み
を推進。
・地方公共団体・地域商工団体等と密接な連携を図り、
地域の活性化、地域再生推進に向けた施策等が行われる
場合は取組みを検討。

・地方公共団体・地域商工団体と地域の活性化、地域
再生推進に向けた情報交換を実施。
・地域商工団体等の開催する異業種交流会に参加し情
報の収集を実施。

・地域商工団体等の開催する異業種交流会に参加し
情報の収集を実施。

（３）地域再生推進のための各種施
策との連携等
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